専門家派遣事業実施要綱
                                 　　　　　　平成１２年(2000年)７月５日　　制　　定
                                 　　　平成１５年(2003年)２月14日   全部改正
                                 　    平成１６年(2004年)４月１日　  一部改正
                                 　    平成１７年(2005年)４月１日 　 一部改正
平成１８年(2006年)４月１日　　一部改正
                                       平成１９年(2007年)４月１日　　一部改正
  　　　　　　　　　　　　　　　　　   平成２４年(2012年)４月１日　　一部改正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成２４年(2012年)９月13日　 一部改正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成２７年(2015年)４月１日　　一部改正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成２７年(2015年)９月１０日　一部改正
平成２９年(2017年)４月１日　　一部改正

令和３年(2021年)６月１日　　一部改正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益財団法人やまぐち産業振興財団
                                    　　　    （山口県中小企業支援センター）
（趣旨）
第１条　公益財団法人やまぐち産業振興財団（山口県中小企業支援センター。以下「センター」という。）が行う専門家派遣事業（以下「派遣事業」という。）の実施については、この要綱で定めるところによる。
（定義）
第２条　この要綱において「中小企業者等」とは、次の各号に掲げるものとする。
   (1)　中小企業支援法（昭和３８年法律第１４７号）第２条に規定する中小企業者
   (2)  任意のグループ（構成員のうち、中小企業者が３分の２以上を占め、中小企業　  者の利益となる事業を営む者）
 　(3)　創業を予定する者（これから１年以内に事業を開始する者）
（派遣事業の目的）
第３条  創業又は経営革新等を行い経営の向上を図る中小企業者等が抱える様々な問題（経営、技術、人材、ＩＳＯ及び情報技術化等）に対して専門家を現地に派遣（Ｗｅｂ会議システム等を利用したオンライン支援も含む）し、適切な支援、診断及び助言（以下「支援等」という。）を行うことにより問題の解決を図り、もって創業や経営の向上を図る中小企業者等の順調な発展及び成長を促進することを目的とする。
（専門家の募集）
第４条　センターは、中小企業者等が抱える様々な問題に対応できるよう、幅広い分野　の専門家を原則として公募し、応募者から「専門家登録申請書」（様式１）を提出さ　せるものとする。
（専門家の登録）
第５条　センターは、「専門家登録申請書」（様式１）をセンターが別に設置する専門家派遣審査選定委員会（以下「審査選定委員会」という。）において審査し、次の各号のいずれかに該当すると認められる者を登録し、「専門家登録通知書」（様式２）により通知するものとする。なお、専門家登録申請書の内容は、特に反対の意思表示をした場合を除き、中小企業者等が専門家を選択する際の参考とするため、インターネット等を活用して情報提供するものとする。
   (1)　中小企業診断士
   (2)  社会保険労務士
   (3)  技術士
   (4)  税理士
   (5)  弁理士
   (6)  ＩＳＯ主任審査員、審査員又は審査員補
   (7)  情報処理技術者
   (8)  公認会計士
   (9)  大学、短期大学又は高等専門学校において派遣事業に関係する科目の教授、准教授教又は助教
  (10)　派遣事業に関係する研究により、博士又は修士の学位を授与された者
  (11)  大学、高等専門学校卒業後、経営、技術、ＩＳＯ及び情報技術化等に関する業　　　務に２年（短期大学の場合は４年）以上の経験を有し、専門的知識を有する者
  (12)  経営、技術、ＩＳＯ及び情報技術化等に関する業務に６年以上の経験を有し、　　　専門的知識を有する者
  (13)  前各号に掲げる者と同等以上の学識及び経験を有すると認められる者
２　登録の有効期間は原則として５年以内とし、更新を妨げない。更新の手続きは、前　項に準ずるものとする。
（専門家の守秘義務）
第６条　専門家は、支援等を行う上で知り得た中小企業者等の秘密を厳守するとともに、　これを自己の利益のために利用しないものとする。
２　センターは、前項の規定の徹底を図るため、派遣を依頼する専門家に「誓約書」（様　式３）を提出させるものとする。
（専門家の登録変更・辞退・取消し）
第７条　登録された専門家は、登録内容に変更があった場合、速やかに「専門家登録変　更届」（様式４）をセンターに提出するものとし、センターは、その内容を確認し、　登録内容の変更を行うものとする。
２　登録された専門家は、登録を辞退したい場合、速やかに「専門家登録辞退申出書」　（様式５）をセンターに提出するものとする。
３  センターは、登録された専門家が、次の各号のいずれかに該当すると認められる場　合は、審査選定委員会において審査し、登録を取り消すことができる。
   (1)  支援等を行う上で知り得た中小企業者等の秘密を漏洩した場合又は自己の利益　　　のために利用した場合
   (2)  心身の故障のため業務に堪えられないと認められる場合
   (3)  センターが別に設置する専門家派遣事後評価委員会（以下「事後評価委員会」　　　という。）の事後評価において、支援等の内容が適切でないと認められる場合
   (4)  派遣事業の目的又は内容を逸脱した行為を行ったと認められる場合
   (5)  専門家から「専門家登録辞退申出書」（様式５）の提出があった場合
   (6)  その他支援等を行うことが適当でないと認められる場合
（専門家派遣企業の募集）
第８条　センターは、専門家による支援等を希望する中小企業者等を公募し、当該中小　企業者等から「専門家派遣要請書」（様式６）を、当該中小企業者等と専門家は双方　協議の上、「専門家派遣実施計画書」（様式７）を提出させるものとする。
（専門家派遣企業の事前調査）
第９条  センターは、「専門家派遣要請書」（様式６）及び「専門家派遣実施計画書」（様　式７）の内容について、現地調査等の事前調査を行い、「専門家派遣事前調査票」又　は「専門家派遣（ＩＳＯ）事前調査票」を作成するものとする。
（専門家派遣企業の選定・通知）
第１０条　センターは、「専門家派遣要請書」（様式６）、「専門家派遣実施計画書」（様式７）及び「専門家派遣事前調査票」又は「専門家派遣（ＩＳＯ）事前調査票」を審査選定委員会において審査し、次の各号すべてに該当すると認められる中小企業者等を派遣事業の対象（以下「対象企業等」という。）として選定し、「専門家派遣決定通知書」（様式８）により通知するものとする。
　 (1)  創業及び経営革新等を行い経営の向上を目指す意欲ある中小企業者等であること
　 (2)  創業又は経営革新等、経営の向上に係る目的あるいは目標が明確であること
　 (3)  専門家派遣により、支援等の効果が期待できる状況であると判断されること
２　前項の規定にかかわらず、プロジェクトマネージャーは、必要に応じ、中小企業者等を派遣事業の対象として選定をすることができるものとする。この場合、プロジェクトマネージャーは、当該選定後に初めて開かれる審査選定委員会において、前項に該当することを報告しなければならない。
（派遣専門家の選定・依頼）
第１１条　対象企業等は、原則として、第５条第１項で登録された専門家の中から専門　家を指定できるものとする。ただし、センターは、対象企業等が専門家について知見　がない場合、対象企業等の意向を十分に把握した上で、登録された専門家の中から支　援等の内容に合致した専門家を紹介するものとする。なお、登録されていない専門家　を対象企業等が希望した場合は、その専門家を第５条第１項の登録手続きに則り、随　時追加登録できるものとする。
２　センターは、「専門家派遣要請書」（様式６）、「専門家派遣実施計画書」（様式７）及び「専門家派遣事前調査票」又は「専門家派遣（ＩＳＯ）事前調査票」を審査選定委員会において審査し、対象企業等が求める支援等の内容に対して適切な支援等を行うことができると認められ、かつ次の各号すべてに該当しない単独又は複数の専門家を選定し、「専門家支援等依頼書」（様式９）により現地での支援等を依頼するものとする。
   (1)　その専門家が、対象企業等の代表者の４親等以内の親族である場合
  (2)  その専門家（専門家が所属する企業を含む）が、対象企業等との間に雇用関係　　　や顧問関係、継続的な商取引（サービスの提供を含む）がある等、特別な利害関　　　係がある場合
   (3)　その専門家が、対象企業等の発行株式の総数、出資口数の総数、若しくは出資　　　価額の総数の５０％以上に相当する数、若しくは額の株式、若しくは出資を所有　　　する企業に在籍する者である場合
   (4)　その専門家が、その企業の発行済株式の総数、出資口数の総数、若しくは出資　　　価額の総数の５０％以上に相当する数、若しくは額の株式、若しくは出資を対象　　　企業等が所有する企業に在籍する者である場合
３　センターは、専門家を派遣する際に、対象企業等との連絡調整を行うものとし、極力派遣に同行することにより状況を把握し、専門家と対象企業等との間で支援等が円滑かつ効果的に実施されるよう努めるものとする。
（派遣内容の変更）
第１２条　対象企業等及び専門家は、次の各号に該当すると認められる場合、双方協議　の上、速やかに「専門家派遣変更（中止）申請書」（様式１０）をセンターに提出し、　審査選定委員会の審査により認められなければならない。
　(1)  支援等の回数又は支援等を行う場所を変更しようとするとき
　(2)　支援等の内容を著しく変更しようとするとき
　(3)  支援等を中止しようとするとき
（専門家の謝金・旅費）
第１３条　派遣事業に要する謝金は、専門家１人１日につき３５,０００円(税別)とする。但し、支援の実施時間が４時間に満たない場合には、半日分として１７,５００円（税別）を適用する。
２　派遣事業に要する旅費は、公益財団法人やまぐち産業振興財団旅費規程（昭和５８年１０月１日制定）に定めた額とする。ただし、通常期又は繁忙期による精算及び対象企業等の都合による会場の変更による精算は行わないものとし、県外旅費については全額対象外とする。
３  センターは、専門家の派遣を受ける対象企業等に対し、支援等に要する謝金及び旅  費の合計額の２分の１に相当する額を負担金として「専門家派遣決定通知書」（様式  ８）により一括請求を行うものとする。
４　対象企業等は、センターが「専門家派遣決定通知書」（様式８）において定めた期日までに、指定する口座に負担金を納入するものとする。なお、負担金は、１円未満 の端数を切り上げ、振込手数料は、対象企業等が負担するものとする。
５　センターは、第１２条により謝金又は旅費が変更し、負担金に過不足が生じた場合、対象企業等に対し負担金の追加請求又は返還の手続きを行うものとする。なお、この 場合、前項の規定に準ずるものとする。
（専門家の派遣日数）
第１４条　専門家の派遣日数は、１中小企業等に対しセンターの１事業年度において１０日間以内とする。ただし、審査選定委員会において必要と認められるものについては２０日間以内とする。
（報告書等の提出・専門家の謝金及び旅費の支払）
第１５条　専門家は、支援等を行った都度、「専門家支援等業務日誌」（様式１１）を作成し、１か月分を取りまとめ、翌月５日までにセンターに提出しなければならない。
２　専門家は、支援等が終了した後１０日以内又は当該事業が実施されている年度末（３月２０日）のいずれか早い日までに、「専門家支援等業務報告書」（様式１２）をセンターに提出しなければならない。
３　対象企業等は、派遣が終了した後１０日以内又は当該事業が実施されている年度末（３月３１日）のいずれか早い日までに、「専門家派遣内容等報告書」（様式１３）を、派遣が終了した６か月後に「専門家派遣事業利用アンケート」（参考様式）をセンターに提出しなければならない。
４　センターは、同条第２項及び前項の報告書の提出を受けた日から３０日以内に、そ  の内容を確認し、謝金及び旅費を専門家に支払うものとする。ただし、センターは、 支援等が６回以上で、かつ専門家が中間回数分の「専門家支援等業務日誌」（様式
 １１）及び「専門家派遣事業中間払請求書」（様式１４）を提出した場合は、提出を受けた日から３０日以内に、その内容を確認し、謝金及び旅費を専門家に中間払いするものとする。
５　対象企業等で、ＩＳＯ９０００又はＩＳＯ１４０００シリーズの取得の支援を受け　た場合、認証の取得後速やかに「ＩＳＯ９０００・１４０００シリーズ認証取得報告　書」（様式１５）をセンターに提出しなければならない。
（事後評価及び効果の確認）
第１６条　センターは、一定期間経過後、前条の規定により提出された報告書及びアンケートをもとに、派遣事業の効果の把握に努め、センターが別に設置する専門家派遣事後評価委員会において支援等の内容について事後評価を行うものとする。
（成果の普及）
第１７条　センターは、支援等を受けて創業又は経営革新等を行い経営の向上を図った事例のうち、支援等の効果が確認できた案件について、対象企業等の了解を得た上で、インターネット等を活用して中小企業者等に情報提供することにより、同様の問題を抱える中小企業者等の迅速な問題解決に資するものとする。
（その他）
第１８条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、別に定　める。
　　　附　則
　この要綱は、平成１２年７月５日から施行する。
  　  附　則
  この要綱は、平成１５年（2003年）２月１４日から施行するものとし、ＩＳＯ
９０００・１４０００シリーズ取得支援指導事業に係る専門家派遣実施要綱（平成１２年７月５日制定）及びベンチャー出資受入支援事業に係る専門家派遣実施要綱（平成１２年７月５日制定）は廃止する。
　なお、平成１４年度事業については、従前のとおりとする。
　　　附　則
　この要綱は、平成１６年（2004年）４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１７年（2005年）４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１８年（2006年）４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１９年（2007年）４月１日から施行する。
 　　 附　則
　この要綱は、平成２４年（2012年）４月１日から施行する。
附　則
　この要綱は、平成２４年（2012年）９月１３日から施行する。
附　則
　この要綱は、平成２７年（2015年）４月１日から施行する。

　　　附　則
この要綱は、平成２７年（2015年）４月１日から施行する。

　　　附　則

この要綱は、平成２９年（2017年）４月１日から施行する。
    附　則
この要綱は、令和３年（2021年）６月１日から施行する。
